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　日本てんかん学会は6月27日、厚生労働省に対して新
規抗てんかん薬の単剤使用の適応症承認に関する要望書
を提出した。新規抗てんかん薬が単剤でも使用できるよ
う、単剤療法での臨床試験推進への協力や早期承認に向
けたスムーズな審査を求めた。

　国内では2006年以降、4種類の新規抗てんかん薬が承認された。
しかし、新規抗てんかん薬の使用は従来薬との併用でしか認めら
れていない。
　同学会では「単剤が多剤併用よりも安全性に関してはリスク
が低いと考えるのが妥当」との見解を示し、新薬の単剤投与に
より発作が早期にコントロールまたは消失する症例が多くなれ
ば、医療経済的にも大きなメリットがあると強調した。
　てんかん学会理事長の兼子直氏は、要望書を提出した際に、
現在の保険制度がてんかん診療現場のニーズと乖離（かいり）
している状況も併せて説明した。
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放射線診断医にとっての新たなサブスペシャリティとなるか？
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　放射線診断医にとってAi、死亡
時画像診断は、臨床で行っている生
体の画像診断と同様の診療プロセス
を踏む。そのプロセスは画像診断の
目的を明確にし、その目的に見合う
ような画像診断方法を選択し、選択
されたモダリティの特性を十分生か
せるように撮像方法をデザインし、
撮影された画像を読影する。その過
程では診療放射線技師との連携は不
可欠であり、彼らとの共通認識で運
用していくことが何より重要であ
る。
　さて、Aiを通常の画像診断プロ
セスに当てはめると、想定された死
亡原因（外因死か内因死か）を診断
あるいは否定できるように撮像する
ことが大切である。しかし、Aiの
場合は利用できるモダリティが多く
の場合、単純ＣＴに限られ、また、
死後の時間もまちまちであり、死亡
原因診断に対して理想的な環境では
ない。
　必要に応じて造影剤投与やＭＲＩ
を選択するなりの裁量権が持てる状
況になるかは、診断精度に大きく影
響する。しかし、限られた条件下で

的確な診断を行うのも、プロフェッ
ショナルとしての診断医の使命であ
ることを放射線診断医は認識するこ
とが重要である。

新たに研修プログラムを提供

　日本医学放射線学会と日本放射線
科専門医会・医会は、新しい分野で
あるAiの必要性と放射線診断医が
この領域を自身の業務範囲であるこ
とを認識し、放射線科専門医に対し
て教育研修の場を設けることを決定
した。関連学会、研究会が主催する
種々の卒後教育プログラムの中で、
Aiを取り上げ継続的な研修プログ
ラムを提供している。
　また、日本医師会、日本救急医学
会とも連携し、放射線科診断医以外
の医師にも画像診断教育を担い、
Aiが広まるような環境整備に取り
組んでいる。
　その一つがAiセンターである。
このように実運用面では放射線科以
外の医師、特に法医学者、救急医を
初めとする多くの各科の臨床医と協
力し合って進めていくことになる。

求められるAi画像診断精度の向上

　さて、Aiを活用していくに当たっ
て、放射線科医に最も強く求められ
ていることはAi画像診断精度を向
上させることにあると思われる。
個々の症例において、最適な撮影プ
ロトコル作成とその評価、Ai読影・
診断支援システムの構築 、解剖所
見との対比、症例検討会の開催 は
実運用における精度管理の重要な
パートである。
　教育面では講習会開催とともに典
型例や非典型例のTeaching file作成

とその参照システムの構築が挙げら
れる。また、研究面でも最適撮像法
やMRIによる新たな診断方法の研究
開発、死後変化の画像に関する知見
の集積、解析も放射線診断医がリー
ドすべき分野である。放射線診断医
の中でAiを新たなサブスペシャリ
ティとする医師を育て、我が国にお
けるエビデンスを蓄積し、それを公
表し世界に発信していくことも役割
であると認識している。

　06年から新規抗てんかん薬が相次いで
登場し、世界標準の薬物療法が行えるよ
うになったのはとても喜ばしいことで
す。ただ、現在の保険制度では、新薬の
恩恵を十分に受けられないというのが現
状です。
　早急に改善してほしい保険の取り扱い
の一つとして、“結果的な新薬単剤療法”
があります。従来薬と新薬の併用療法に
よって発作回数が減った場合、従来薬を
減量または休薬した方が、良好なＱＯＬ
を保てるケースがあります。
　ただ、こうした“結果的な新薬単剤療
法”を行ってしまうと、保険請求できな
いのが現状です。薬剤を減らすことで、
患者の副作用が減るだけでなく、医療経
済的にも良いはずなのですが、保険上で
は「ふさわしくない行為」とされてしま
うのです。

　また、新規抗てんかん薬の長期処方制
限についても、柔軟に対応してほしいと
思います。てんかんは専門医の数が少な
く、遠方から専門施設を受診する患者も
数多くいます。こうした患者は頻繁に診
察できないので、薬剤もある程度まとめ
て処方します。ただ、発売されたばかり
の新薬は、２週間分しか処方できないの
で、地域医療機関に処方をお願いします。
　しかしここで、「新薬を単剤で処方で
きない」と制限されてしまうのです。遠
方から受診する患者には、（長期処方制
限のある）新薬を使用できないという不
公平さにもつながってしまいます。
　われわれ医療従事者は、決められたルー
ルをしっかりと守って医療行為を行う必要
性があります。しかし、行政はルールを運
用する上で、それぞれの疾患特性に配慮
し、柔軟に対応してほしいと思います。

疾患特性に合わせた
柔軟な行政判断を
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